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超高層鉄骨造建築物の繰り返し変形による梁端部破断の検証方法 その２ 

 
 
1. はじめに 

	 超高層鉄骨造建築物が長周期地震動の作用を受けて応答する場合、塑性変形の繰り返し回数や

梁端部の仕様等によって、梁端部に破断が生じる可能性がある。そのため、超高層鉄骨造建築物

の耐震安全性の検証では、部材の累積塑性変形倍率や繰り返し回数等、塑性変形の累積を考慮し

て梁端部等に破断が生じないことを確認する必要がある。	

	 国土交通省建築基準整備促進事業では、鉄骨造梁部材等を対象にして部材に破断が生じるまで

の限界繰り返し回数等を明らかにするための多数回繰り返し載荷実験を行い、梁端部の設計疲労

曲線を提示している。現在提示されている設計用長周期地震動に対して、超高層鉄骨造建築物の

安全性を確認する場合には、このような多数回繰り返し実験の結果に基づいて梁端部等の破断の

有無を確認する必要がある。本資料では、この設計疲労曲線式を用いて、時刻歴応答解析による

検証において鉄骨造梁端部の破断の有無を検証する方法について示す。 
 
2. 多数回繰り返し載荷実験に基づく梁端部の疲労曲線 1),2) 

2.1 設計用疲労曲線 

	 H 形断面梁端溶接部を対象とする塑性域での一定振幅多数回繰り返し実験のデータ 1),2)に基づ

いて破断までの繰り返し回数 Nf（破断寿命）と、梁の塑性率µとの関係の評価式を示す。図 2-1
に、収集したデータのµ－Nf関係を提案する評価式と共に示す。評価式は梁端部の接合形式別に、

a)スカラップ有、b)スカラップ無、および梁端部を拡幅した c)高性能仕口の 3 種類に分類し、こ
れらの実験式を 3 本の破線で、設計式を 3 本の実線で示す。評価式は(2-1)式で与えている。 

	 	 	 	 	 µ =C × (N f )
−β       (2-1) 

	 ここで、係数 Cは梁端部の接合形式および評価式の意味（実験式または設計式）に応じて定め
た値で、各々表 2-1の通りである。bは評価式の勾配で一律 1/3とした。スカラップの有無に関す
る 2本の実験式は、実験結果の概ね下限を満たすように Cの値を定めた。また、設計式は各々の
実験式に対応させて提案するもので、Nfが実験式の約 1/2 となるように定めた。変動振幅実験に
よる累積損傷度が 0.6程度であったことや、その他の変動要因も考慮して設定している。 
	 高性能仕口に関しては実験資料も少なく、実験下限という他の実験式とは位置づけが異なる。3 
階級の評価式の最上級の設定を主眼に置き、これらの式が両対数軸上で等間隔の並行線を描くよ

うに係数 Cを定めた。プロットしたデータの情報＊1等は、文献 1)及び 2)を参照されたい。 
 
 

＊1	 柱が CFT 部材で柱スキンプレートが比較的薄い現場溶接形式の水平ハンチ梁の場合、図 2-1 で示す実験のプロット（現:
ハンチ・CFT）＊1-1)によれば、スカラップ無しの実験式に対応する性能であり、柱が CFT 材でハンチ梁の場合の性能は、この
実験結果等も参考に評価することができる。 
文献＊1-1)安田,成原,長谷川: 長周期地震動に対する鉄骨造超高層建築物の安全性検証方法の検討(その 32),日本建築学会学

術講演梗概集	構造Ⅲ,pp.1261-1262,2014.9	
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2.2．補正係数 

	 (2-1)式を破断までの繰り返し回数 Nfで表し、梁端部の接合詳細や曲げ耐力計算方法に応じた補

正のために、補正係数 k1と k2を導入する。 

       (2-2) 

	 ここで k1は、梁端部フランジへのひずみ集中の程度を表す補正係数で、現場溶接でウェブ高力

ボルト接合の場合 k1=1.0、工場溶接でスカラップ有りの場合は k1=1.2、その他の場合は k1=1.0 と
する。k1は、本来は梁端部の塑性変形能力を決定づける梁端の接合部係数に依存する。これはウ

ェブの接合形式のみならず、梁成やフランジとウェブの断面積比、接合ボルト本数なども影響す

るが、本資料では、実験結果 1)に基づき、現場溶接と工場溶接の違いのみ規定するに留めた。 
	 k2は、構造計算における降伏変形の補正係数で k2=Mp0/Mpであり、Mpは対象建物の構造計算

（応答解析）で用いた梁端の全塑性耐力、Mp0は、梁端 H 形全断面有効とした全塑性耐力である。
一連の実験 1)では、全塑性耐力の計算に梁の全断面が有効とした。梁の全塑性耐力の設定が全断

面有効とした全塑性耐力とは異なる場合、同じ荷重－変位履歴でも得られる塑性率が異なるので、

構造計算上の塑性率を実験での塑性率に換算するための補正係数が k2である。なお、k1は実際の

部材性能に関わる係数で、もう一方の k2は耐力計算の仮定に関わる係数なので各々独立して扱っ

ている。 
	 なお、梁端接合部の破断に至るまでの多数回繰り返し変形による保有性能については、現場混

用形式のディテール（梁ウェブの高力ボルト摩擦接合部におけるモーメント伝達効率）の影響、

および材料強度や部材寸法の影響をそれぞれ構造実験により把握した研究が行われており、それ

の評価方法が文献 3)に示されているので、それらも参考になる。 
 

2.3 合成梁の扱いや材料特性の影響について 
	 合成梁は、正曲げと負曲げで弾性剛性が異なるので正負の変位が同じでも塑性率は異なる。こ

の扱いについては、正曲げと負曲げの平均塑性率を用いれば純鉄骨梁の評価式が適用できる。ま

た、正・負曲げとも、曲げ耐力には床スラブの効果は無視する。 
	 多数回繰り返し塑性履歴による梁フランジの破断は、材料的には低サイクル疲労の問題として

フランジ溶接部近傍のひずみ振幅Δep に依存する。梁フランジの降伏ひずみや梁フランジの降伏

比の高い鋼材では、µが同じ場合、フランジ溶接部近傍のひずみ振幅Δepが増加して Nfの低下が

予想される。490N級鋼の実験に基づく本資料の評価法に対して、鋼種が異なる場合の補正方法*2

は文献 3)が参考になる。 
 
 
 

 
＊2	 使用する梁部材の強度（F値）が 490N級でない場合は、2-2式の k2を、k2=325/(使用鋼材の F値)として、疲労曲線を補
正する。 
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表 2-1	 係数 C	

 
 
 

 
図 2-1	 µ－Nf 関係 

 
 
 
3. 地震応答解析における超高層鉄骨造建築物の耐震安全性の検証方法 4) 
3.1 長周期地震動に対する超高層鉄骨造建築物の耐震安全性の確認について 

	 長周期地震動に対する超高層鉄骨造建築物の耐震安全性の検証として、多数回繰り返し変形に

よる鉄骨部材の破断の有無を確認する方法を示す。ここで示す方法は、前述の梁の設計用疲労曲

線を用いて、超高層鉄骨造建築物の地震応答解析から得られる梁部材や層の損傷から、建築物の

梁端部の破断の有無を確認する方法である。 
	 なお、振動台実験等による超高層建築物の倒壊に至るまでの研究等も行われ、倒壊にいたるま

での状況等も明らかにされつつあるが、地震時に超高層鉄骨造建築物の梁端部の何割程度が破断

し、どのような条件の場合に建築物の崩壊等の危険性が高まるかについては、個々の建築物の特

性にも依存し、一律には明示できないと考えられる。そのため、長周期地震動に対する超高層鉄

骨造建築物の地震応答解析における安全性の検証において、梁部材等の破断を考慮した地震応答

解析や分析を行わない場合には、建築物を構成する全ての部材で、破断等の急激な耐力低下を生

じさせないことを確認する。 
 

スカラップ有 スカラップ無 高性能仕口

実験式 5 7 10
設計式 4 5.6 8

凡例 　　　備　考
○ 工:35R
● 現:35R+耳形
● 現:35R,ｽﾗﾌﾞ付
● 現:35R,H800
● 現:実部材切出
○ 工:ﾉﾝｽｶ･CFT
● 現:ﾊﾝﾁ･CFT
〇 工:ﾉﾝｽｶﾗｯﾌﾟ
● 現:水平ﾊﾝﾁ
〇 工:ﾉﾝｽｶﾗｯﾌﾟ
▲ 現:耳形
■ 現:ｻｲﾄﾞﾌﾟﾚｰﾄ
■ 現:ｻｲﾄﾞﾌﾟﾚｰﾄ
■ 現:ｻｲﾄﾞﾌﾟﾚｰﾄ
■ 現:水平ﾊﾝﾁ
◇ 工:35+10R,400N
◇ 工:35+10R
◇ 工:ﾉﾝｽｶ,400N
◇ 工:ﾉﾝｽｶﾗｯﾌﾟ
◇ 工:ﾉﾝｽｶ･柱薄
◇ 工:ﾉﾝｽｶﾗｯﾌﾟ
◇ 工:35+10R
▲ 現:35+10R,385N

0.1

1

10

1 10 100 1000

塑
性
率

µ（
片
振
幅
）

破断寿命Nf

C=4   （スカラップ有 設計式）

C=5   （スカラップ有 実験式）

C=5.6（スカラップ無 設計式）
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,  β=1/3
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3.2 超高層鉄骨造建築物の梁端部の損傷度（D）の計算方法 

	 地震応答解析結果に基づいて、超高層鉄骨造建築物の梁端部の損傷度（D）を計算する方法を
示す。この損傷度Dの値が 1以上の場合には、部材が破断する可能性があることを意味するので、
通常の耐震安全性の検証では、損傷度が 1未満になることを確認する。ここでは、表 3-1 に示す
ように地震応答解析における解析モデルの種類や解析方法に応じた 4 通りの方法を示す。  
 

表 3-1	 解析モデル等に応じた梁端部の損傷度の計算方法 

	

 

（1）骨組モデルを用いた応答解析による方法 

a) 各部材の応答時刻歴を用いる方法： 

 骨組モデルの地震応答解析により、各梁端の塑性率（曲げ回転角）時刻歴を算出する。それを

基にレインフロー法などで塑性率の振幅頻度分布 ni（塑性率振幅－繰り返し回数関係）を算定す
る 5)。それぞれの振幅に対応する限界繰り返し回数 N f との比 ni / N f を、振幅毎に Miner 則を仮

定して加算し、損傷度Dを算定する。この手順は疲労設計等で広く用いられている手法を準用し
たものである。 
 
b) 各部材の応答最大値を用いる方法： 

 骨組モデルの地震応答解析をする際に、すべての梁端の時刻歴を記録し、後で損傷度を算定す

るのは多大な労力を要する。そこで簡単のために、時刻歴応答解析を行うことで算定される各部

材の最大塑性率と累積塑性変形倍率のみを用いて損傷度Dを簡易評価する方法である。この方法
は、最大塑性率と累積塑性変形倍率を用いた繰り返し回数を仮定して損傷度Dを評価するもので、
その仮定として、最大振幅（塑性率）で繰り返すと仮定する場合の計算を以下のⅰ)に示す。また、

最大塑性率以下の振幅頻度分布が一様で有ると仮定して計算する方法 1)も適用可能と考えられ、

その場合の計算をⅱ)に示す。	

ⅰ）最大振幅繰り返し仮定 

	 地震応答解析から得られる骨組の各梁端部の最大塑性率( bµmax )と累積塑性変形倍率( bη )によ
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り、最大振幅で繰り返すと仮定した場合の等価な繰り返し回数 b Neを(3-1)式で計算する。地震中

のエネルギ吸収は最大塑性率時の一定変位繰り返しによるものと仮定し、地震中のエネルギ吸収

が等価となるように繰り返し数を算定したものである。 

 b Ne =
bη

4 bµmax −1( )  
(3-1) 

	 (2-1)式の設計用疲労曲線より、最大振幅時の繰り返し回数 N f を算定し、(3-2)式による等価繰り

返し回数との比により損傷度Dを算定する。 

 D = b Ne

N f

= bη
4 bµmax −1( )

bµmax
C

⎛

⎝
⎜

⎞

⎠
⎟

1
β

 (3-2) 

ⅱ）振幅頻度分布一様仮定 

 振幅頻度分布が一様になると仮定した場合での損傷度Dは、塑性率µi  における疲労寿命 N f  

から、(3-3)式により算定される 1)。 

 D =
1
N fi

∑ = bη ⋅ bµmax
2(1+1/ β)( bµmax −1)

2
bµmax
C

!

"
#

$

%
&

1
β
   (3-3) 

 
（2）質点系モデルを用いた応答解析による方法 

c) 層応答最大値を用いる方法（構造解析モデルがある場合）： 

	 骨組モデルを用いた地震応答解析を行わない場合の計算方法である。この場合、地震応答解析

は、質点系モデルによることになるため、直接、部材の塑性率や累積塑性変形倍率を算定するこ

とができない。従って、層の応答を基に部材応答を推定する必要がある。以下に算定の手順を示

す。 

① 骨組の荷重-変形関係から、質点系モデルのための各層の復元力特性を設定し、長周期地震動

に対する質点系モデルの応答解析を行って、各層の塑性率 sµmax、各層の累積塑性変形倍率 sη

を算出する。 

② 等価な繰り返し回数 s Neを計算。	 	 	

s Ne =
sη

4(sµmax −1) 	 	 	 	 	 	

(3-4)	

③ 各層の梁部材の等価な繰り返し回数 b Neの最大値と層の等価な繰り返し回数 s Neの比 nは架

構の梁スパン長により異なる値となり、下式で計算される 6)。	

b Ne = n×s Ne       (3-5) 

ここで、 n =1.0（梁スパン長 15m程度の長スパン架構） 

	 	 	 	 n =1.8（梁スパン長 6m程度の標準スパン架構） 

	 	 	 	 n = 2.5（梁スパン長 3m程度の短スパン架構）	
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④ 応答解析から得られる各層の最大応答変形について、静的増分解析で得られている荷重-変形

関係上における各層の最大応答変形点において、塑性率が最大となるヒンジの塑性率が各層

の梁端の最大塑性率 bµmaxであり、これを全ての層について抽出する。	

⑤ (2-1)式の設計用疲労曲線を用いて、部材の最大振幅時( bµmax )の繰り返し回数 N fを計算。	

N f = C / bµmax( )1 β       (3-6)	

⑥ 損傷度Dを計算 。               	

D = b Ne

N f        
(3-7)	

 
d) 層応答最大値を用いる方法（構造解析モデルがない場合）： 

 この方法は、既存建築物の検討を行う場合を想定した方法であり、質点系モデルの情報はある

が、構造解析のための骨組モデルがない場合に用いる方法である。上記の c）の方法と、④の部
分が異なる以外は、c）の方法と同様の計算手順である。構造解析の骨組モデルが無いため、各層
の部材の最大塑性率は、骨組モデルの応答解析から得られている部材の最大塑性率と層の最大塑

性率の関係式を用いて推定する 6）。推定式を以下に示す。 

	 	  bµmax = f sµmax( )×s µmax      (3-8) 

 f sµmax( ) = bµmax
sµmax

= α(sµmax −1) +1     (3-9) 

ここで、α = 0.08（梁スパン長 15m程度の長スパン架構） 

	 	 	 	 α = 0.8（梁スパン長 6m程度の標準スパン架構） 

	 	 	 	 	 	 	 	  α = 3.0（梁スパン長 3m程度の短スパン架構） 
 
4. まとめ 

	 鉄骨造建築物の梁部材や柱部材の多数回繰り返し変形時の限界繰り返し性能を明らかにするた

めに、国土交通省建築基準整備促進事業では、梁部材の一定振幅多数回繰り返し実験を行い、破

断までの繰り返し回数 Nf（破断寿命）と、部材の塑性率µとの関係を検討した。それらの結果や

既往の実験データに基づいて、H 形鋼梁端部の設計用疲労曲線を示した。また、超高層鉄骨造建
築物の地震応答解析から得られる梁部材の損傷から、当該建築物の梁端部の破断の有無を確認す

る方法として、解析モデルの種類や解析方法に応じた 4種類の計算方法を示した。 
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